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１．標準仕様書の改定に関する基本的な考え方

○ 制度改正以外の見直しは、令和７年度末までは原則行わないこととなっているが、デジタル庁との協議により
真に必要なものは見直しする。
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制度改正対応
の考え方

制度改正以外
の対応の考え
方

【出典】 令和４年９月30日デジタル庁 「地方公共団体の基幹業務等システムの統一・標準化に関する関係府省会議（第２回）」

標準仕様書の
誤記訂正や補
記等は改定せ
ずに別途の方
法により対応



２．令和５年度に検討を要する主な論点（制度改正を契機とする見直し）①

○ 現時点における主な検討論点（制度改正を契機とする見直し）は以下のとおりである。

No 検討の論点（制度改正を契機） 改定の時期

１
第9期介護保険制度見直しや介護報酬改定の対応

※ 介護保険部会や給付費分科会等の検討等を踏まえ、令和５年度下期に検討を予定
令和６年３月
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【出典】 令和４年12月20日 社会保障審議会介護保険部会意見 意見書概要

左記の内容（全世代対応型
の持続可能な社会保障制度
を構築するための 健康保険
法等の一部を改正する法律
による改正内容を含む。）
などについて、第９期計画
期間に向けて、必要な見直
しを行う。



２．令和５年度に検討を要する主な論点（制度改正を契機とする見直し）②

○ 現時点における主な検討論点（制度改正を契機とする見直し）は以下のとおりである。

No 検討の論点（制度改正を契機） 改定の時期

１
第9期介護保険制度見直しや介護報酬改定の対応

※ 介護保険部会や給付費分科会等の検討等を踏まえ、令和５年度下期に検討を予定
令和６年３月
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【出典】 令和４年12月20日 社会保障審議会介護保険部会意見 意見書概要



３．令和５年度に検討を要する主な論点（制度改正以外を契機とする見直し）

○ 現時点における主な検討論点（制度改正以外を契機とする見直し）は、以下のとおりである。

※ デジタル庁からの依頼によるもの又はデジタル庁との調整を踏まえて対応するものとなる

No 検討の論点（制度改正以外を契機） 補足説明 改定の時期

１
横並び調整方針の令和５年５月改
定予定に伴う対応

標準仕様書改版の際に、機能要件の改版箇所について判別できる資料
を公表する内容を「標準仕様書間の横並び調整方針 ２．標準仕様書の
ファイル形式及びレイアウトに関すること」に追加

令和５年８月

２

令和５年３月30日時点のデータ要
件・連携要件の改定において業務
横断的に変更した箇所で影響のあ
る部分の整合対応

データ要件・連携要件の改定において変更された箇所は以下のとおり
• 業務横断的に統一すべき型・桁等の修正
• 事業者からのご意見より業務横断的に規定を統一すべき内容の反映
（市区町コードの既定、口座情報等）
• リクエストキー及びデータ項目（ローマ字）の削除
• 各業務の基本データリストで変更があった内容について他業務影響す
る部分の反映
• 引っ越しOSSに関する連携要件の追加
• 共通機能との連携規定（住登外者宛名管理・団体内統合宛名・申請管
理・統合収納管理・統合滞納管理）
• API連携からファイル連携を主としたことによる共用データリストの削除

3 指定都市要件に関する更なる検討

・指定都市要件の「成案」で、第2.1版に反映済の機能（16件）について、
指定都市以外の市区町村への適用

「標準仕様の指定都市における課題等検討会」による対応ではあるが、
指定都市に限定されない要件も多数見受けられたところ、反映にあたっ
てはWTにおける検討や全国意見照会を行えなかったことから指定都市
のみの要件として第2.1版に反映しているため。
・指定都市要件の「再検討」（145件）について、必要な要件を追加

令和５年度中
（予定）
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４．過年度の残課題について

○ 過年度の残課題及び対応の考え方は以下のとおりである。
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No 管理場所 検討事項 残課題の内容 対応の考え方

１ 検討課題一覧 介護情報基盤等

自治体や事業者が情報連携できる仕組みに
ついては、さまざまな施策として介護DXや医
療・介護連携が推進されており、その中で介
護保険システムとして備えるべき機能がみえ
てきた際に、標準仕様書への反映要否等を
随時検討

第９期介護保険制度見直しとも
関連する内容であり、残課題の
内容のとおり、随時検討する

２
検討課題一覧
継続検討一覧

事業所情報の一括登録

事業所情報については、国保連合会、都道
府県より全国標準で定められたインタフェー
スによる市町村への連携は行われていない
ため、新たな連携インタフェースの追加も含
めて引き続き検討

国保連インターフェース等の統
一的な規定がされるのであれば、
対応


